


















跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 14 号　（2012 年 9 月 30 日）
わが国地方部におけるモビリティの
確保問題の展開と今後の議論の方向性について



















































































































2008 年 12 月 1 日時点で政令指定都市であったその他 4市及び中核市であったそ
の他 17 市を加えた全 68 都市を都市部とし、それ以外を地方部としている。
出典　 国立社会保障・人口問題研究所（2009）『日本の市区町村別将来推計人口』（平成























（Loi d’orientation des transports intérieurs, LOTI）にならい、わが国でも交通基本法を制定して地方
部のモビリティを確保しようとする動きがある。LOTI は、「移動の制約を有する人々（中略）社
会的に不利な状況におかれた人々、とりわけ離島や遠隔地の住民あるいは交通手段から隔離され









共交通確保維持改善事業に対する財政支援の 2012 年度予算額はわずか 332 億円である。もっとも、ドイ
ツでは、財政支援が巨額であるがゆえの非効率な配分もみられる（渡邉（2010））。
⑸　原文は「国民に開かれた交通手段」（moyen de transport ouvert au public）である。
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 14 号　2012
─　　─196
あらゆる人々に認められる権利」（第 1条第 2文）、すなわち交通権（droit au transport）を明文化













































































































































































































るとの知見が得られたことから、国土交通省は、2012 年 6 月 4 日に超小型車の本格導入・普及
に係るガイドラインを公表するとともに、2012 年秋をめどに道路運送車両法に超小型車のカテ
ゴリーを新設する旨発表した（『読売新聞』2012 年 6 月 19 日付朝刊）。これを受けて、日産自動車で
は 2013 年度をめどに超小型車を市販する方針である他、本田技研工業でも 2013 年中に公道で走
行可能な超小型車を開発する方針である（同紙、2012 年 6 月 5 日付及び 19 日付朝刊）。
　しかしながら、国内で利幅の小さい軽自動車の割合が増えていることが自動車メーカーの収益
を押し下げており、低価格の超小型車が普及した場合、販売台数は増加しても利益は減少する構
































































































































































































ウェブ上の資料には 2012 年 7 月 9 日にアクセスした。
